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Significance and Issues of Curriculum for Connecting Childhood Education 
and Elementary School
― Interview with Kindergarten Teacher and Elementary School Teacher ―
濱田　祥子・松井　剛太 1・八島美菜子 2・山崎　晃 2
























数，私立幼稚園が約 2 割，保育所は公立と私立いずれも 3 割程度という実態が明らかとなった。な
お，越中他（2016）では小学校のスタートカリキュラムについて検討されていないため不明である。
同じように全国を対象として，接続カリキュラムの作成実態を検討した調査（国立教育政策研究所，
2017）では，接続カリキュラムを作成している自治体数は，平成 20 ～ 23 年度の 51 自治体から
平成 24 ～ 27 年度は 96 自治体とほぼ倍増していることが示された。この調査では，自治体の母数
が示されていないため，作成率は不明であるが，同時期の越中他（2016）の結果とあわせて考え
ると，接続カリキュラムを作成している就学前施設や小学校は増加傾向にあるものの，未だ多くの










































ており，表 1 におけるステップ 4 から更に発展した姿であるといえる。




幼保小連携・接続の経緯　B 小学校と C 幼稚園は 10 年以上前から交流会等の幼小連携をしてい
た。4 年前に A 県の研究指定を受け，幼小共通の年間の接続カリキュラム（年長児と小学校 1 年生




調査対象　B 小学校の幼保小連携担当教諭 G と C 幼稚園の園長 H を対象にインタビュー調査を



































































































H：「幼保小連携っていったら，1 年生に向けて年長ばかりに視点がいくんだけど，実はその下には 4 歳児
がいて，4 歳児が 5 歳の姿を見て，「どこに行くの？」とか，「どこ行ってきたん？」とか言うんですね。
だから，4 歳児もつながっているっていうことを意識しなきゃいけないねっていうことで，新たに，指導
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